
 

別表一付表の記載の仕方 
 

１ この明細書は、中小通算法人等（法第66条第６項((((

各事業年度の所得に対する法人税の税率｠に規定す

る中小通算法人又は通算親法人である協同組合等の

うち措置法第42条の３の２((((中小企業者等の法人税

率の特例｠の規定の適用を受けるものをいいます。

以下同じです。）がその事業年度（その中小通算法人

等に係る通算親法人の事業年度終了の日に終了する

ものに限ります。）において同項又は同条の規定の適

用を受ける場合に記載します。 

２ 「軽減対象所得金額４」の分子の空欄には、その中

小通算法人等に係る通算親法人の事業年度の月数を

記載します。 

３ 中小通算法人等が修正申告又は国税通則法第23条

第１項((((更正の請求｠の規定による更正の請求をす

る場合（次に掲げる場合のいずれかに該当する場合

を除きます。）には、「軽減対象所得金額４」には、

法第74条第１項((((確定申告｠の規定による申告書に

記載された別表一付表「１」及び「３」の金額により

計算した金額を記載します。この場合において、既に

法第66条第10項の通算事業年度について次に掲げる

場合のいずれかに該当して修正申告書の提出又は更

正がされていたときは、その修正申告書又はその更

正に係る国税通則法第28条第２項((((更正又は決定の

手続｠に規定する更正通知書のうち、最も新しいも

のに基づき「所得金額１」及び「計３」の金額として

計算される金額により、同欄の金額を計算します。 

 ⑴ 「計３」の金額が800万円（その中小通算法人等

に係る通算親法人の事業年度が１年に満たない場

合には、800万円を12で除し、これにその通算親法

人の事業年度の月数を乗じて計算した金額）以下

である場合 

 ⑵ 法第64条の５第６項｟損益通算｠の規定の適用

がある場合

 


